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要　　約
　本稿は，グローバル・バリュー・チェーン（GVC）と貿易ネットワークに対する巨大
災害の影響，および日本企業のレジリエンスを実証的に検討する。パンデミックやウクラ
イナ侵攻はサプライチェーンの脆弱性を顕在化させ，各国経済に深刻な影響を及ぼしたが，
企業が取引関係をどのように再構築してきたかに関する研究は依然として乏しい。本稿は
2017～2022 年の輸出入申告データを用い，企業レベルでの変化を描写する。分析の結果，
日本企業は近年の経済的・政治的リスクが高まる中で取引相手国数や取扱品目を減少させ，
限られたパートナーに集約する「選択と集中」を進めていた。こうした行動は，ネットワー
ク断絶時の経済活動縮小リスクを伴う。しかし同時に，継続的取引先との長期的関係を強
化し，安定的な取引を志向する調達戦略も確認され，企業は自律的にリスク軽減策を講じ
ている。本研究は，近年の日本企業のネットワーク再編を定量的に示す実証分析であり，
経済安全保障や通商政策に有益な知見を提供する。
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Ⅰ．はじめに

　21 世紀に入り，企業ミクロデータや輸出入
申告データの利用可能性が飛躍的に高まったこ
とで，先進国・発展途上国双方における企業の
輸出入・直接投資参加要因や貿易ネットワーク
の形成メカニズムに関する実証研究が大きく前
進した。特に情報技術の発展と通関データの電
子化は，従来アクセスが難しかった途上国企業
の行動も分析対象に含めることを可能にした。
　一方で，近年の COVID-19 によるパンデミッ
クや地政学リスクは貿易ネットワークの脆弱性
を露わにし，それらの衝撃からの回復力を指す
レジリエンスが，学術界と政策立案の場で急速
に関心を集めている。こうした巨大災害は社会
的弱者や零細企業，さらには開発途上国経済に
深刻な悪影響を及ぼすが，既存研究はこれらの
ショックを扱う萌芽的な知見を提供し始めた段
階にとどまり，実証評価には依然として大きな
余地が残されている。また近年の保護主義の台
頭と岐路に立つ世界貿易体制の中で，貿易ネッ
トワークの再編成およびその社会的影響を正し
く把握することは，地域協力・経済統合を推進
するための政策立案において，有益な知見をも
たらすと考えられる。
　そこで本稿では，（１）貿易ネットワークへ
の参画が関係国経済に与える効果と，巨大災害
がサプライチェーンに及ぼす衝撃を俯瞰し，（２）
日本の輸出入申告データを用いて，COVID‑19
パンデミックやロシアによるウクライナ侵攻後
に日本企業が貿易ネットワークをどのように再
構築したかを企業レベルで定型化された事実を
紹介しながら，貿易ネットワークを頑健に保つ
鍵を明らかにすることを目的とする。
　本稿が着目するコロナ禍やウクライナ侵攻後
の巨大災害を契機とした，アジア域内での貿易
ネットワークの再編成を企業レベルで検証した
実証研究は，依然として極めて限られている。

とりわけ，取引レベルの輸出入申告データを用
いた分析は，筆者らの知る限り前例がない。い
くつかの原因が挙げられるが最も大きな原因と
して，アジア経済における貿易ネットワークの
再編成をもたらすような経済的・政治的リスク
要因の欠如が挙げられる。しかしながら，筆者
らは近年における急速に出現したコロナ禍やウ
クライナ侵攻などの巨大災害に焦点を当てて，
日本の輸出入申告データを用いてミクロレベル
で解明することは，本研究が立てた問いを実証
的に答える上で非常に好ましい状況となってい
る。本稿は，2017～2022 年の日本の輸出入申
告データを用いて，貿易ネットワークの再構築
過程をミクロに描写する。これにより，日本企
業の貿易ネットワークのレジリエンスの実像を
解明し，経済安全保障や通商政策に資する実証
的根拠を提示することを目指す。
　また，貿易ネットワークへの参画が関係国の
経済に及ぼす影響や，並びに巨大災害が貿易
ネットワークに与える影響について幅広い領域
で研究が蓄積されているものの，これらを日本
語で体系的に整理した文献は依然として少な
い。本稿では，両研究領域における既存研究を
日本語で概略することによって，これまで十分
に提供されてこなかった日本国内の研究者や実
務者に向けた包括的な視点を提供することを目
的とする。さらに，既存の知見の整理を通じて，
新たな研究課題を見出す一助となることを期待
している。
　本稿の構成は以下である。Ⅱ節では，既存研
究で蓄積されてきた貿易ネットワーク，特にグ
ローバル・バリュー・チェーンの外観を紹介す
る。Ⅲ節ではグローバル・バリュー・チェーン
が国内経済に与える影響に関して記述する。具
体的にはグローバル・バリュー・チェーンへの
参加度が成長の促進並びに雇用の質の向上にど
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のように寄与してきたのかに関して説明を行っ
た後に，その結果どの程度貧困の削減がもたら
されるかに関して具体例を交えながら紹介す
る。Ⅳ節では自然災害・技術的災害・経済危機・
紛争等巨大災害がアジア経済域内の貿易ネット
ワーク，特に国内外のサプライチェーンにどの
ような影響をもたらしてきたのかに関して，自
然災害の中から東日本大震災，コロナ禍，経済

危機の中からアジア通貨危機を取り上げて，既
存研究を交えながら解説する。Ⅴ節では日本企
業がこのようなコロナ禍やウクライナ侵攻など
経て，どのように貿易ネットワークを再編成し
ているのかに関して，輸出入申告データを用い
た分析による定型化された事実を紹介する。最
後にⅥ節で結論を述べる。

Ⅱ．グローバル・バリュー・チェーンとは

　1980 年代以降，情報通信技術の革新，貿易障
壁の低下，そして中国の WTO 加盟を含む世界的
な市場統合の進展により，国際貿易の構造は大き
く変化した。この変化の中心にあるのが「グロー
バル・バリュー・チェーン（GVC, Global Value 
Chains）」である。GVC とは，一つの製品やサー
ビスが消費者に届くまでに複数の国や企業の間を
跨いで価値が付加されていく生産ネットワークの
ことである。たとえば Apple の iPhone の場合，
設計はアメリカで行われ，半導体は台湾の TSMC
などが製造し，カメラセンサーやディスプレイな
ど主要部品は日本や韓国の企業が供給し，最終組
立は中国やインドで行われたのち，世界各国で販
売される。このような分業化された生産の現象は，
現在の世界貿易の本質を捉えるうえで不可欠な視
点となっている。
　GVC の定義として広く受け入れられているの
は，最終消費財やサービスが消費者に届くまで
に複数の段階を経て生産され，少なくとも二つ
以上の国が関与する価値創出のプロセスである
（Antràs, 2020）。この定義は，どのような形態
で価値が移転されるか（たとえば，原材料，中
間財，あるいはサービスなど）にはこだわらず，
また生産のイニシアティブが輸出者にあるか輸
入者にあるかも問わない。さらに，GVC には多
様な構造が存在し，「スパイダー型（集約型）」
のように複数の部品が一か所に集まり組み立て

られるものや，「スネーク型（直列型）」のように
生産工程が段階的に国境を越えて進行していく
ものも含まれる（Baldwin and Venables, 2013）。
図 1 の上部に位置するのは「スネーク型」の
GVC，下部に位置するのは「スパイダー型」の
GVC である。前者は各生産段階が順に国境を越
えて進む一方向型のチェーンであり，後者は各
地で作られた部品が一か所に集められて最終製
品として組み立てられる分業型の構造である。
　自動車，電子機器，機械・金属加工，医療機
器などの生産工程が複数国にまたがって直線的
に分業されるスネーク型 GVC が構築される傾向
にある。このようなスネーク型 GVC への参加に
関しては，特に国際経済学・産業組織論・国際
経営論と開発経済学の交点で，企業行動・技術
移転・雇用への影響に関する実証研究が蓄積さ
れてきた。スネーク型 GVC では，完成品の設計
やブランドを担うリード企業が工程全体を統括
し，その下で中間財供給や特定工程の受託を担
うサプライヤーが組み込まれる形が一般的であ
る。特に，こうした国際的な工程分業に参加す
ることで，サプライヤー企業は品質・生産管理・
工程技術に関する直接的・継続的な指導を受け，
組織能力や生産性の向上につながるケースが多
い。たとえば，コスタリカにおける外資系企業と
の取引が国内企業の売上・生産性を高めたこと
を示した Alfaro-Ureña et al. （2020），中国にお
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いて国際バリューチェーンへの統合が技術導入
と工程改善を促進したことを示す Brandt et al. 

（2017），エジプトにおける輸出機会の付与によっ
て品質改善と生産性向上が生じた Atkin et al. 
（2017），ならびにベトナムにおいて輸出ショッ
クによって労働者が非公式部門からより生産的
な企業へと再配置されたことを明らかにした
McCaig and Pavcnik （2018），またアメリカ企業
において外国直接投資（FDI）による技術スピル
オーバーが全体の生産性上昇を説明することを示
した Keller and Yeaple （2013）などが挙げられる。
さらに，世界銀行による複数国の調査 Taglioni 
and Winkler （2014）でも，GVC 参加企業と非参
加企業の間で生産性・雇用の面で有意な差がある
ことが確認されており，GVC 参加が企業の発展
と地域経済成長に及ぼす正の効果が示唆されて
いる。
　アパレル，靴，家具，食品加工などの軽工業
や労働集約型製品では，異なる地域で製造され
た複数の部品や素材が，最終的に一か所で組み
立てられるスパイダー型の GVC 構造をとるこ
とが多い。このようなスパイダー型 GVC への
参加に関しては，これまでの経済学の実証研究

において，発展途上国の特定地域・産業・企業
が GVC に参加したことによって現地の労働市
場や環境に与える影響に注目が集まってきた。
特に労働経済学や開発経済学との接点におい
て，多くの研究が蓄積されている。たとえば，
バングラデシュにおける Heath and Mobarak 
（2015） では，縫製産業への就業機会拡大が若
年女性の学校在籍率向上と婚期の遅延をもたら
したことが示されている。Cajal-Grossi et al. 

（2023） は，コーヒーおよび縫製サプライチェー
ンにおいて国際バイヤーの市場力と長期取引関
係がサプライヤーの賃金・品質・労働環境に及
ぼす相反する効果を検証した。ベトナムにおけ
る McCaig and Pavcnik （2018）では，2001 年
の米越貿易協定を契機に製造業労働者の約
4.9％ポイント（約 20 万人）が非登録企業から
登録企業へ再配置され，生産性が年率約 2.8％
向上したことを示している。Baccini et al. 
（2019）は，WTO 加盟後のベトナム製造業で
民間企業のみが有意な生産性向上を遂げ，国有
企業を除いた場合には効果がさらに 40％高ま
ると推計した。インドネシアにおける Harrison 
and Scorse （2010） は，反スウェットショップ

図１　「スネーク型」と「スパイダー型」の GVC

（出所）　Baldwin and Venables （2013）を参考にして筆者作成
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運動1）の結果，輸出企業で賃金が上昇したもの
の雇用水準には大きな変化がなかったことを明
らかにした。ミャンマーの Tanaka（2020）で
は，輸出活動が労働環境（安全管理・健康管理）
を改善する一方，賃金や労働時間への影響は統

計的に有意でないことが確認されている。
　以上のように，GVC は単なる貿易構造の変
化ではなく，現代の国際経済の根幹をなす現象
である。第Ⅲ章では，企業の GVC 参加がどの
ような実証的帰結をもたらすのか詳述していく。

Ⅲ．グローバル・バリュー・チェーンの役割

　本章では，GVC 参加がいかにして経済成長
を下支えする生産性の上昇を促し，技術移転を
通じて国内企業の能力構築を支援し，最終的に
雇用の数量と質の改善へとつながっていくのか
という構造を，実証研究と国別事例を用いて検
討する。
　GVC への参加は，中間財の輸入を通じて，企
業はより多様で高品質な外国製部品や素材への
アクセスを可能にする。これにより，生産工程
の効率化が進み，製品の品質や多様性が向上し，
競争力の強化につながる。インドにおける
Goldberg et al.（2010）やインドネシアにおけ
る Amiti and Konings（2007）の研究では，中
間財輸入の自由化が企業の全要素生産性を押し
上げたことが実証的に明らかにされている。さ
らに，企業の生産性向上は，輸出との組み合わ
せによって相乗効果を生む。輸出入の双方に関
与する企業は，単なる輸出専業企業や内需依存
型の企業に比べて，常に規模，効率性，生産性
の面で優位に立っている。アメリカにおける
Bernard et al.（2009）の研究では，輸出入の双
方に関与する企業が企業全体のわずか 1.1％であ
るにもかかわらず，民間部門の雇用の 3 分の 1，
そして貿易額の約 90％を担っていることを示し
た。チリでも，同様に輸出入双方に関与する企
業は，他の企業に比べて顕著に高い生産性分布
を示している（Kasahara and Lapham, 2013）。

こうした企業レベルの生産性向上の成果は，国
家レベルの所得水準や成長にも波及する。
　とくに途上国では，自国市場に閉じた企業より
も，輸出入の両方を行っている企業の方が圧倒
的に高い生産性を示す傾向がある。World Bank
（2020）の報告では，エチオピア，ベトナム，お
よびその他 81 の途上国を対象に，企業の輸出・
輸入状況と労働生産性の関係が示されている
（図 2）。これによると，輸出入の両方を行って
いる企業は，いずれか一方のみ，あるいは内向
きの企業よりも，はるかに高い生産性を示す。た
とえば，エチオピアでは 2000～2014 年の製造業
センサスに基づき，輸出入企業の生産性は他の
企業に比べて圧倒的に高いことが分かる（Choi 
et al., 2019）。World Bank （2020）では，同様の
調査をベトナムでも行い，2014 年の企業調査か
ら同様の傾向が確認されている。そもそも一定
の能力を有する企業だけが GVC に参入できると
いう選別効果も併存していることを考慮すべき
点に関しては注意が必要であるが，GVC を通じ
た高品質な中間財へのアクセス，国際的な競争
圧力，先進的な知識・技術の吸収などが企業の
生産性向上に寄与している可能性を示唆してい
る。
　それでは，GVC への参加は国家の経済成長，
特に途上国における経済成長をもたらすだろう
か？図 3 は，各国の GVC 参加率と総輸出（パ

１）途上国の輸出産業における劣悪な労働環境を是正するため，国際ブランドや小売企業に対し倫理的調達や
賃金改善を求める消費者・市民団体による国際的な運動を指す。
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ネル（a））および 1 人当たり GDP（パネル（b））
との相関関係を示しており，GVC への統合が国
全体の経済水準に密接に関連していることが視
覚的に確認できる。World Bank（2020）による
と，GVC 参加率が 10％上昇すると，平均生産
性が約 1.6％，1 人当たり GDP が 11～14％増加
すると推計されており，GVC への傾倒が国家レ
ベルの経済成長に与える効果の大きさを示唆し
ている。
　こうした生産性の向上は，単なる機械的な中
間財の使用効果にとどまらず，多国籍企業や国
際的なバイヤーとの継続的な取引を通じて，品
質管理・生産技術・経営手法が国内企業に波及
する学習効果を伴う。とりわけ，多国籍企業が
構築するサプライチェーン内に組み込まれた国
内企業は，品質基準や生産工程に関する指導を
受ける中で，先進的な生産技術を吸収する機会
を得る。こうした間接的な外資によるスピル
オーバーは，サプライヤーの能力構築において
重要な役割を果たしてきた（Alfaro-Ureña et 
al., 2020; Gereffi et al., 2005）。たとえばコスタ
リカでは，外資系多国籍企業のバリューチェー
ンに組み込まれた国内企業が，受注先企業から
の品質・工程指導を通じて，売上・生産性・雇
用の大幅な改善を達成した（Alfaro-Ureña et 
al., 2020）。また中国においても，外国企業との
サプライチェーン関係を持つ企業ほど，技術導
入・製品の多様化・工程の効率化が進んでいる
ことが実証研究により示されている（Brandt 
et al., 2017）。このように，GVC における技術
移転は単なる技術の模倣にとどまらず，国際的
な取引関係の中で内在的に発生する学習機会と
しての性格を持つ。したがって，GVC への参
加の質，すなわち関係の持続性や相手先企業の
技術水準，制度的補完（教育・知財保護）など
が，技術移転効果の規模を左右する重要な要因
となりうる。
　このような技術移転が進むことで，企業の生
産規模が拡大し，製品の品質・多様性が高まれ
ば，より多くの労働需要が発生し，従業員への
賃金水準や福利厚生も向上する。特に GVC に

組み込まれた企業は，非参加企業と比較して雇
用創出効果が高く，労働市場全体にも波及効果
が及ぶことが報告されている。特に中間財の輸
入と完成品の輸出の両方に関与する GVC 企業
は，国内市場に依存する企業と比べて，より多
くの雇用を生み出し，賃金水準も高い傾向にあ
る（Bernard et al., 2009）。これは，国際市場
を対象とすることで企業の成長余地が広がり，
生産の拡大と人材需要の増加が同時に進行する
ためである。
　さらに理解を深めるために，メキシコのある
地域の GVC 参加が途上国の労働市場や人的資
本形成にどのような影響を与えるのかについて
実証的な研究を行った Atkin et al. （2017）を
紹介する。アメリカのキッチン・バス製品メー
カーがメキシコ北部に新しい組立工場を建設す
るにあたり，どの地域に工場を立地するかを複
数の候補都市の中から選ぶ必要があった。工場
立地の選定は研究チームとの協力の下で半ラン
ダムに行われた。これにより，企業進出前後の
地域間比較を通じて，企業の存在が労働者の行
動に与える純粋な効果を推定している。調査の
結果，工場が進出した地域では，若年層を中心
に中等後教育（特に技術系コース）への進学率
や職業訓練への参加が有意に増加していた。ま
た，既存の労働者の間でも，技能向上を意識し
た自己投資の増加が観察された。これは，新た
な雇用機会が地域住民にとってより良い職に就
くためにはスキルが必要だという明確なシグナ
ルとして機能し，学習インセンティブを高めた
と解釈できる。さらに，輸出企業では労働者に
対して品質管理や工程改善，機械操作に関する
トレーニングが日常的に行われており，結果と
して生産性や賃金の上昇も確認された。
　こうした結果は，GVC の拡大が単に外資を
呼び込み雇用を生むという短期的な効果にとど
まらず，地域社会における人的資本の蓄積や労
働力の質的向上を通じて，より長期的・構造的
な経済発展を促進する可能性を示している。特
に，企業立地が限定された地方都市であっても，
輸出志向の製造業の進出が技能形成の誘因とし
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図２　途上国間における輸出入行動に応じた企業間の生産性の違い

（出所）　Worldbank （2020）を参考にして筆者作成

図３　GVC への参加と輸出額成長率（左）・一人当たり GDP 成長率（右）の関係

（出所）　Worldbank （2020）を参考にして筆者作成

- 155 -

〈財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」令和８年第１号（通巻第 162 号）2026 年 3 月〉



て機能する点は，開発政策上も重要な示唆を与
えている。
　同様の現象は，ベトナムにおいても確認され
ている。McCaig and Pavcnik（2018）は，2001
年の米越二国間貿易協定による関税引き下げを
外生的ショックとして活用し，この貿易自由化
が労働市場に与えた影響を実証的に検証してい
る。関税の平均 20.9 ポイントの引き下げによ
り，2001 年から 2004 年にかけてベトナムから
アメリカ向けの輸出シェアは 5.1％から 19.0％
に上昇し，ほぼ 4 倍近い伸びを示した（図 4）。
この急激な輸出拡大により，特に製造業では，
家内企業から登記された企業への労働再配置が
進み，製造業時間ベースで 4.9 ポイント分（約
204,000 人）がより生産性の高い企業へ移動し
たと推定される。著者らはさらに，登録・非登
録企業間の労働生産性ギャップを詳細に分析
し，登録企業と非登録企業の労働生産性格差は，
最大で 6 倍と推定されている。これらの数値を

用いて，製造業全体では時間ベースの労働生産
性が年率 2.8％上昇したと結論づけられている。
　本研究の重要な示唆は，貿易自由化という需
要側のショックが，従来の供給側の障壁（登録
コストや金融制約）に注目してきたインフォー
マル経済の議論とは異なる観点から，フォーマ
ル化と生産性向上を促進する可能性を示してい
る点である。GVC への統合が単なる輸出促進
にとどまらず，質的な雇用構造の変化をもたら
すことを実証的に示した意義は大きい。
　本章では，GVC への参加が生産性の向上を
起点として，技術移転を通じた企業能力の強化，
さらには雇用の拡大と質の改善へとつながる経
路を確認した。これらの効果は，GVC が単な
る外需拡大手段ではなく，国内経済構造そのも
のを変革する触媒として機能していることを示
唆している。次章では，こうした GVC の構造
的利点が，外的ショックへの耐性に対してどの
ように作用するのかを検討する。

Ⅳ．巨大災害がもたらす国内外サプライチェーンへの影響

　本節では，自然災害，技術的災害，経済危機，
紛争といった巨大災害が，貿易ネットワーク，
特に国内外のサプライチェーンに与える影響を
概観する。日本を含むアジア経済はこれまで多

岐にわたる災害を経験してきたが，本稿ではそ
の中でも特に甚大な経済的コストをもたらした
事例として，自然災害から東日本大震災とコロ
ナ禍を，経済危機からアジア通貨危機を取り上

図４　ベトナムの対米輸出額（左），ベトナムの輸出に占めるアメリカのシェア（右）

（出所）　McCaig and Pavcnik（2018） Figure 1，Figure 2 を参考にして筆者作成
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げる。これらの事例に関する既存研究を整理
し，（１）災害がどのような直接的な影響をも
たらしたのか，（２）災害が間接的にサプライ
チェーンを通じてミクロ・マクロレベルの観点
からどのような影響をもたらしたのか，（３）
災害の影響を軽減する上でどのような要素が重
要であったかというという三つの論点からその
含意を考察する。

Ⅳ−１．東日本大震災が国内サプライチェーン
にショックの伝播：Carvalho et al. （2021）

　Carvalho et al. （2021）論文では，2011 年の
東日本大震災に焦点を当てて，企業間のサプラ
イチェーンネットワークが，局所的なショック
をいかに広範囲かつ深刻なマクロ経済的影響へ
と増幅しうるかを明らかにした研究である。企
業は多種多様な中間投入財を外部から仕入れて

生産活動を行っており，それらを繋ぐサプライ
チェーンは，単なる物流の経路ではなく，経済
全体の構造そのものと密接に結びついている。
筆者らは，図 5 が示すように東北地方を中心と
する地域限定の大規模ショックとその地理的異
質性を活かし，日本国内の企業取引ネットワー
クにおけるショックの伝播構造と波及規模を定
量的に示している。著者らは，東京商工リサー
チ（TSR）が提供する企業データベースを基
に，日本全国約 100 万社の企業の所在地，売上，
従業員数，設立年，産業分類，そして主要な取
引先（仕入先・販売先）に関する情報を収集・
分析した。これらのデータに対して，地理情報
のマッピングや災害被災度情報を重ね合わせる
ことで，企業ごとの被災度を測定し，被災企業
とその取引先との直接的並びに間接的な関係を
ネットワークとして構築した。政府によって災

図５　東日本大震災に伴う震度分布図

（出所）　気象庁の震度データを用いて筆者作成
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害指定地と指定された地域に所在する企業を震
災によって直接影響を受けた「被災企業」と定
義し，被災企業と直接または間接に取引関係に
ある企業群をネットワーク距離に基づいて分類
し，震災前後の売上成長率の変化を比較するこ
とで，ショックの経済的伝播の構造と強さを実
証的に評価した。
　分析の結果，震災の直接的影響は地理的には
限定的でありながら，経済的には広範囲に及ん
でいたことが明らかとなった。被災企業を販売
先としていた企業の売上成長率は 3.8％ポイン
ト低下し，被災企業を仕入れ先としていた企業
では 3.1％ポイント低下していたことが観察さ
れた。さらに，被災企業の取引先の取引先，つ
まり間接的な関係にある企業においても 2.1～
2.8％ポイントの成長率の低下が確認され，サ
プライチェーンを通じたショックの間接的な伝
播効果が明確に示された。これらの伝播効果
は，ネットワーク距離が遠くなるにつれて逓減
していく一方で，予想以上に長い距離にわたっ
て経済的影響が及んでいることが分かる。
　著者らはこの実証結果に対して，一般均衡型
の理論モデルを導入することで背後にあるメカ
ニズムの理論的理解も試みている。モデルで
は，企業が労働・資本・中間投入財を用いて生
産を行うと仮定し，各企業が生産に必要とする
財の供給がショックによって途絶・制限される
ことで，他企業の生産活動にも連鎖的な制約が
生じる構造を導出している。さらに，中間財同
士の代替弾力性や中間財とその他の財との代替
弾力性を実データに基づいて推定し，マクロ経
済への影響の定量評価を行った。
　その結果，震災のショックは日本の実質 GDP
成長率を 0.47％ポイント押し下げたと推計され
た。これは，単に被災地域の GDP 比率（全国
の 4.6％）から予測される 0.1％ポイントの下落
と比べて約 4 倍に達するものであり，ネットワー
クを通じたショックの増幅効果が極めて大き
かったことを示している。なお，震災前 10 年間
の日本の平均 GDP 成長率が 0.6％程度であった
ことを考えると，0.47％ポイントという下落は

非常に重大なマクロ経済的影響である。
　加えて，著者らは二つの反実仮想分析を行い，
ネットワークの構造がマクロ経済的影響の規模
にどれほど寄与したかを検証した。第一の分析
では，被災地域内の企業とそれ以外の地域の企
業との間の取引リンクを切断した仮想経済を構
築し，震災の影響をシミュレーションした。そ
の結果，GDP 成長率の下落幅は 0.21％ポイン
トにとどまり，実際の 0.47％ポイントよりも大
幅に小さいことが示された。これは，取引ネッ
トワークを介した被災地域外への波及効果が，
震災のマクロ的影響を大きくしていたことを強
く示唆している。
　第二の分析では，将来的に高確率で発生が予
測されている東海地震を想定し，政府が提供す
る地震ハザードマップと結合した地理的被災確
率をもとに，震災が起きた場合の経済的影響を
予測した。その結果，今後 30 年間の 50％の超
過確率に対して GDP 成長率は 0.48 ポイント低
下することが推定された。これは，東海地域が
日本の製造業におけるサプライチェーンの中枢
であることに起因しており，リスクが現実化す
れば極めて大きな経済的損失が発生しうること
を示している。
　総じて本研究は，サプライチェーンネット
ワークの構造が局所的ショックの増幅器として
働き，企業レベルの小さな変動がマクロ経済全
体の変動へと繋がり得ることを示した重要な研
究である。自然災害や人的災害などの外生的
ショックに備えた経済のレジリエンス構築の観
点からも，本研究は，企業間ネットワークの構
造的理解とリスク評価が政策上極めて重要であ
ることを強く示唆している。これは，危機管理
やインフラ計画，産業政策，災害復興計画にお
いて極めて有用な知見である。

Ⅳ−２．東日本大震災の国際サプライチェーン
への波及：Boehm et al. （2019）

　Boehm et al. （2019）では，2011 年に発生し
た東日本大震災を利用して，国際的な生産ネッ
トワークにおけるショックの伝播メカニズムを
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解明している。著者らは，東日本大震災による
日本の供給網の混乱が，アメリカにある日本企
業の子会社，さらにはその他の企業にまで及ぼ
した影響を明らかにし，経済のグローバルな連
関性の強さと，それがもたらす脆弱性を示して
いる。
　研究の出発点は，国際貿易が進展した現代に
おいて，特定国で発生したショックがいかに他
国の経済活動に波及するかという問いである。
特に，貿易や多国籍企業による直接投資が，ど
のようにショックを国境を越えて伝播させるか
は政策対応において極めて重要な論点であるも
のの，こうした影響を因果的に特定するのは困
難であった。そこで著者らは，突如発生した東
日本大震災という外生的な要因を用いることで
実証的な分析を行った。東日本大震災は，東北
地方の製造業を中心に甚大な被害をもたらし，
主要な港湾や原子力発電所が停止したことで，
製造業全体に深刻な影響を与えた。日本の製造
業生産は 2011 年 3 月に 15％も急落し，その影
響は 1 か月程度のタイムラグを伴ってアメリカ
における日本企業の子会社にも波及した。特に，
日本からアメリカへの輸出は 2011 年 4 月に
20％程度も減少し，7 月までは回復することが
なかった。
　まず，著者らは，米国国勢調査局が保有する
企業ミクロデータを活用して，企業の所有構造
と貿易取引（特に中間財輸入）を結びつけた独
自データベースを構築している。その結果，日
本の多国籍企業のアメリカの子会社は 2007 年
時点で，平均して 22％のコストを日本からの
中間財輸入に依存していたことが判明した。こ
れは，震災による日本の生産停止が，即座にア
メリカでの生産活動にも影響する可能性を示唆
している。
　次に，筆者らは東日本大震災が，それ以外の
企業と比較してアメリカの日系企業の企業パ
フォーマンスにどの程度影響を与えたのかを分
析している。その結果，日系企業の日本から中
間財輸入額と生産が震災後に急落したことを確
認している。これは，生産の停止が輸入の途絶

とほぼ同時に起きており，投入財の補完ができ
なかったことを意味している。加えて，他の要
素の調整も行われておらず，労働者数や給与に
有意な変化は見られなかった。これらは，
ショックへの対応が人員調整ではなく，単純に
生産の停止であったことを示している。
　さらに，著者らは企業の生産関数を推定し，
日本から調達された中間財と日本以外から調達
された中間財の間の代替弾力性並びに中間財と
資本・労働との代替弾力性を構造的に定量化し
た。その結果，中間財間の代替弾力性と中間財
と他の投入財の代替弾力性が非常に低いことを
特定した。このことは，震災のような短期的
ショックに際して，企業が他国の企業の製品や
国内資源で代替できないという実態を表してい
る。つまり，生産関数がほぼレオンチェフ型に
近いことを意味しており，どれか一つの投入財
が欠けても製品全体の生産ができないことを示
している。
　本研究は，短期的ショックに対する生産構造
の脆弱性を明らかにし，国際経済において一国
の供給ショックが多国間に伝播しうる波及メカ
ニズムを企業レベルの視点から解明し，現代の
グローバル経済が直面する可能性のある課題を
明確に示している。このような知見は，政策立
案や企業経営におけるリスク管理の観点からも
極めて有益であり，将来的な自然災害や地政学
的リスクへの備えに大きな示唆を与える。

Ⅳ−３．コロナ禍がもたらす供給網の寸断と回
復プロセス：Khanna et al. （2025）

　Khanna et al. （2025）論文では，コロナ禍に
よってインド企業のサプライチェーンがどのよ
うに断絶して，その後にどのように回復したか
を実証的に明らかにしている。インドでは
2020 年 3 月に突然全国規模でのロックダウン
が実施され，各地域は感染状況に応じて図 6 が
示すように「レッドゾーン」「オレンジゾーン」
「グリーンゾーン」の三段階に分類された。な
かでもレッドゾーンでは，企業への出勤人数の
上限設定や公共交通機関の営業禁止など，最も
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厳格な行動制限が課された。一方，オレンジゾー
ンおよびグリーンゾーンでは，レッドゾーンと
比較して段階的に制限が緩和されていった。
　筆者らはこの制度的枠組みを活用して，イン
ドのある大規模州において税務当局が収集した
2018 年から 2020 年までの企業間取引データを用
いて，各企業が取引する既存のサプライヤーが
どのゾーンに所在していたかをもとに「サプライ

ヤー曝露指数（Supplier Exposure Index）」を
構築した。この指数は，サプライヤーがより厳格
なロックダウン下に置かれているほど高くなり，
結果として企業がロックダウンに対してどれほど
脆弱であるかを示す指標となっている。
　著者らは，サプライヤー曝露が高い企業と低
い企業の間で，供給関係がどのように変化し，
原材料購入額および売上高にどのような差が生

図６　インド国内の中央政府による地域別ロックダウン分類の分布

（出所）　インド内務省が発令した「ロックダウン 3.0」を用いて筆者作成
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じたかを詳細に比較した。その結果，サプライ
ヤー曝露が 1 標準偏差高い企業は，パンデミッ
ク発生後 3ヶ月間において平均より 5 ポイント
高い取引断絶率を示し，原材料購入額は最大で
34％，売上高は 21％減少していた。こうした
材料購入額や売上高の減少の大半は新たな取引
先を確保できなかったことに起因する「外延的
変化（Extensive Margin）」によるものであり，
既存の取引先との取引量の減少といった「内延
的変化（Intensive Margin）」の影響は限定的
であった。これは，企業が既存のサプライヤー
との関係が途絶えた際に，代替の供給先を見つ
けるのが困難であったことを示唆している。
　次に著者らは，どのような特徴を備えたサプ
ライチェーンがより頑健であったのかを明らか
にした。具体的には，多数の顧客と取引する大
規模な「ハブ型」サプライヤーと関係を持つ企
業は，取引関係が断絶しにくい傾向が確認され
た。また，複雑で差別化された，すなわち代替
が困難な製品を扱う企業においても，サプライ
チェーンの頑健性が高く，サプライヤーとの関
係が維持されやすいことが示された。これは，
こうした企業が製品の特性上，事前にサプライ
ヤーとの関係に多くの投資を行っており，その
結果としてサプライチェーンに対するショック
への耐性が高かった可能性を示している。
　さらに，長期的な継続取引が行われやすい製
品を扱う企業も，取引関係の維持傾向が高い一
方で，多数のサプライヤーが市場に存在する製
品を扱う企業や，同一製品を複数のサプライ
ヤーから調達している企業は，取引関係が断絶
するリスクが相対的に高いことが明らかとなっ
た。これは，代替が容易な製品では取引先の継
続が重要視されず，企業が断絶を選択しやすい
という行動を反映していると解釈される。
　これらの一連の分析結果は，サプライチェー
ンにおける供給元の地理的集中が，突発的な外
的ショックに対して重大なリスク要因となり得
ることを示している。こうしたリスクに対して
は，地理的・構造的な分散化を通じて供給ネッ
トワークの多様性を確保すること，また，戦略

的に重要な供給先との関係を強化・維持するこ
とが，企業にとって極めて重要なリスク管理手
法となる。本研究の示唆は，パンデミックのよ
うな広範な供給ショックに直面する今後の経済
環境において，企業がいかにしてサプライ
チェーンの頑健性を高めるべきかを考えるうえ
で，貴重な指針を提供している。

Ⅳ−４．コロナ禍の調達戦略とサプライチェーン
の頑健性：Cajal-Grossi et al. （2023）

　Cajal-Grossi et al. （2023）論文では，近年注目
を集めているサプライチェーンの混乱（特にコロ
ナ禍の影響）に対して，企業の調達戦略がどの
ように機能しているかを実証的に分析したもので
ある。著者らは，サプライチェーンの頑健性に関
する議論において，企業が採用する調達戦略が
果 た す 役 割 に 注 目し， 特 に「関 係 的 調 達
（Relational Sourcing）」と「ジャスト・イン・タ
イム調達」の二つの要素に焦点を当てている。関
係的調達とは，少数の主要サプライヤーと長期的
な関係を築き，信頼や協力関係を基盤として取引
を安定的に継続していくスタイルである。一方，
ジャスト・イン・タイム調達は在庫を極力減らし，
必要なときに必要な分だけ納品を受ける調達方
式である。これら二つの戦略は理論的には補完
的な関係にあるとされており，現実の企業におい
ても併用されることが多いが，サプライチェーン
の混乱という観点から見ると，それぞれ異なるリ
スクと効果をもたらす可能性があると筆者らは提
唱している。
　著者らはまず，Taylor and Wiggins（1997）
による理論モデルを手がかりに，関係的調達と
ジャスト・イン・タイム調達の補完関係を検討
している。このモデルでは，ジャスト・イン・
タイム調達による高頻度・小規模の調達が，関
係的調達におけるインセンティブ構造を強化
し，長期的関係を通じた信頼関係の維持と供給
の安定性の確保が可能になるとしている。
　しかしながら，ジャスト・イン・タイム調達
は在庫をほとんど持たないため，想定外の供給
停止や物流の混乱が発生した場合には，生産全
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体が即座に停滞するリスクを内包している。一
方で，関係的調達はこの点において，供給網の
混乱時の緊急対応や優先的な供給継続といった
面で有利に働く。具体的には，長期的な信頼関
係に基づいた契約外の追加納品や支払猶予など
の柔軟な対応が可能となるために，企業は外的
ショックに対応しやすくなる。このように，関
係的調達とジャスト・イン・タイム調達は，理
論上は補完関係にあるものの，実際のサプライ
チェーンの混乱に対する対応においてはリスク
と利点が交錯する複雑な関係にある。
　著者らは，こうした理論的な見解を検証する
ために，バングラデシュ，インド，パキスタン，
ベトナム，インドネシアなどの 6 か国における
アパレル産業の税関取引データを用いて，企業
ごとの調達戦略を定量的に把握する指標を構築
した。関係的調達度数は，出荷件数に対する取
引先の集中度を用いて測定し，ジャスト・イン・
タイム調達度数は特定の製品・国・季節単位で
の出荷間隔をもとに頻度を算出する方法で導き
出している。
　まず筆者らは，調達戦略における変動の多く
が企業ごとに固有であり，製品や取引国といっ
た外的要因よりも企業自身の特性に強く依存し
ていることを特定した。これは，調達戦略が企
業の内部的な組織能力や管理システムと深く結
びついていることを示唆している。また，関係
的調達度数とジャスト・イン・タイム調達度数
が強く正の相関を示していることを特定し，こ
れは両者が補完的であるという理論的予測と整
合的であると結論づけた。
　次に，筆者らはコロナ禍に伴う供給網の混乱
への企業の対応を分析した。コロナ禍では世界
的にアパレルの供給と需要の両方に大きな打撃
が及び，各国で工場閉鎖や注文キャンセルが発
生した。この中で，関係的調達を採用していた
企業は，比較的取引の継続を維持していた一方
で，ジャスト・イン・タイム調達を採用してい
た企業は全体的な仕入額を減少させていたこと
が分かった。この結果は，関係的調達とジャス
ト・イン・タイム調達が供給網の混乱に対する

対応が異なる点において理論的予測と整合的で
ある。
　本研究はアパレル産業に限定されているため
に他業種への一般化には注意が必要であるが，
同産業が労働集約的であり，多くの発展途上国
における主要な輸出産業である点から非常に有
益な知見を提供している。また，関係的調達と
ジャスト・イン・タイム調達が補完関係を成し
つつも，供給網への混乱に対して異なる対応を
示すことを検証した点に関しては今後の企業の
サプライチェーンの中でのリスク管理に重要な
示唆を与えている。

Ⅳ−５．アジア通貨危機と貿易行動：Park et al. 
（2010）

　Park et al. （2010）論文では，中国企業におけ
る輸出と企業パフォーマンスの因果関係を，1997
年のアジア通貨危機を利用して検証するもので
ある。輸出が企業の生産性を高めるという輸出
学習仮説（learning by exporting hypothesis）
は広く支持されている一方で，従来の研究では
その因果関係を特定することが困難であった。な
ぜなら，輸出企業はそもそも高生産性である可能
性があり，単純な比較では，輸出が原因なのか
結果なのかを判別できないからである。著者らは，
この識別の難しさを克服するために，アジア通貨
危機により輸出需要が国ごとに大きく変動したと
いう状況を利用して，輸出が企業の生産性や業
績に与える影響を実証的に検証している。
　アジア通貨危機では，中国の貿易相手国の多
くが通貨の急激な下落に見舞われた。一方，中
国人民元は米ドルとの固定相場制を維持してい
たために，これらの通貨は中国人民元に対して
通貨価値の減少をもたらした。図 7 ではアジア
通貨危機前後で各貿易相手国の通貨が中国元に
対してどれほど減価したのかを示している。日
本円は 10％程度減価した一方で，韓国ウォン，
タイバーツ，マレーシアリンギットなどは
30％程度も減価している。この為替の減価は輸
出企業にとって外生的な要因として機能した。
　著者らは，中国の輸出企業の貿易相手国デー
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タを用いて，それぞれの企業の輸出先の実質為
替レートの変化を加重平均した「企業別為替
ショック指標（Shock Index）」を構築した。
この指標を利用することで，輸出量の変化を，
企業の内在的な能力や戦略とは無関係な外的要
因として扱うことが可能となり，輸出の変化が
企業の生産性や売上高，利益率，雇用などに与
える影響を分析することを可能にしている。
　まず初めに筆者らは，輸出相手国の実質為替
レートが 10％減価するとその相手国への輸出
は 10.4％減少するということを特定した。これ
は，アジア通貨危機後の輸出先通貨の下落が，
同国向けの中国企業の輸出を著しく減少させた
ことを示している。次に筆者らは，輸出の変化
が企業のパフォーマンスに与える影響を調べた
ところ，輸出の 10％の変化が，企業の全要素
生産性（TFP）を約 11-13％変化させることを
明らかにした。この変化は 1995 年から 2000 年
の平均的な TFP 上昇のおよそ 8 分の 1 に相当
する程度であり，無視できない規模である。ま
た，輸出の変化は，生産性だけでなく，売上高，

資産利益率，従業員数，労働者一人当たりの賃
金，設備投資などの多岐にわたる企業パフォー
マンス指標にも影響を与えることが判明した。
　最後に，筆者らはより先進国への輸出を行っ
ている企業ほど，生産性の変化が大きいことを
確認した。この結果は輸出学習仮説と整合的で
あり，先進国市場への参入によって企業がより
高い品質基準や技術的要求に適応し，それによ
り生産性が高まると解釈できる。本研究の手法
は中国以外の新興国や開発途上国にも応用可能
であり，GVC の中での企業行動や，生産性向
上のメカニズムをより深く理解するための基礎
となり得る。また，本研究は，経済危機が為替
というメカニズムを通して他国に長期的にはど
のような波及経路をもたらすかを論じている点
において，今後の貿易政策や産業政策の設計に
重要な示唆を与えている。

図７　アジア通貨危機前後における主要国通貨の対人民元レート変動

（出所）　1996 年から 1999 年の IMF 為替レートデータを用いて筆者作成
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Ⅴ．日本の貿易ネットワークの再編成

　本節では，近年の著しい世界情勢の変化の中
での日本の国際貿易の実態を説明する。日本の
国際貿易の実態を把握する際には，近年までは
主に経済産業省から提供されている企業活動基
本調査が事業所データとして利用されてきた。
企業活動基本調査では，輸出額や輸入額などは
報告されており，企業の輸出入に関する情報を
捕捉出来るものの，アジア，北米，欧州などの
地域レベルでの総額しか報告されておらず，限
られた情報しか含まれていない。また，年度で
集計されたデータであり，対象企業も中規模以
上の企業に限られていることから，わが国の国
際貿易の実態に関して，事業所データを用いた
分析には自然と限界があった。
　一方で，輸出入申告データとは，税関に提出
された輸出入申告などから構成される行政デー
タであり，申告毎に財の品目や輸出入者の情報，
仕出人，仕向人，数量や価格，インボイス通貨
などの情報を含むデータである。輸出入申告
データは，前述の通りに事業所データで捕捉で
きるような企業の輸出入情報よりも詳細な情報
を含んでいるために，このような限界を乗り越
えて日本の国際貿易の実態を詳細に検証してい
く上でふさわしいデータになっている。本節で
は，2017 年から 2022 年の輸出入申告データを
用いた分析を用いて，日本全体で国際貿易のパ
ターンがどう変化してきたのか，そして企業レ
ベルでは国際貿易のパターンがどう変化してき
たのかに関して詳細に分析する。なお，分析を
するにあたり，全ての輸出入申告の中で，「普
通貿易統計」計上除外品目である 1 品目の価格
が 20 万円以下の少額貨物や無償の寄贈品，金
貨や貨幣用金などを計上から除外した「普通貿
易」に焦点を当てている。

Ⅴ−１．日本全体での貿易ネットワークの再編
成

　まず初めに 2017 年から 2022 年にかけて日本
全体の国際貿易のパターンがどのように変化し
てきたのかに関して説明をする。前述の通りに
輸出入申告データには様々な情報が含まれてい
るが，ここでは輸出入企業数，輸出入相手国数，
輸出入取引相手企業数，輸出入品目数（HS4
桁），輸出入貿易額，輸出入取引回数に焦点を
当てる。
　次 の 図 8 は，2017 年 1 月 か ら 2022 年 12 月
までの期間における日本の貿易に関する上記の
項目の集計指標の月次レベルでの推移を示して
いる。図は六つのパネルから構成されており，
各パネルでは輸出並びに輸入に関する取引回
数・金額・企業数・品目数・取引相手企業数・
取引相手国数が自然対数で表示されている。
　左上のパネルは，輸出企業数および輸入企業
数の対数値を示しており，両者ともに 2017 年
に緩やかな増加傾向が見られたものの，その後
は横ばいで推移している。右上のパネルでは，
輸出・輸入相手国数の対数値が描かれており，
他の指標に比べて月ごとの変動が大きいことが
分かることから，輸出入相手国の季節ごとの変
化が伺える。
　中央左のパネルは，輸出入により取引された
相手企業数の対数値を示しており，輸入の方が
常に高い水準にあり，日本全体としてより多く
の企業と輸入関係を結んでいることがわかる。
中央右のパネルでは，HS4 桁レベルの品目数
の対数値の推移を示しており，輸出入品目数と
もに非常に安定している。左下のパネルは，輸
出入貿易額の対数値化された総額であり，輸出
入ともに 2020 年の初めにコロナ禍の影響から
か大きな落ち込みが見られるものの，その後回
復しており，また 2022 年には円安の影響から
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か少し輸出入貿易額の増加傾向が見られる。右
下のパネルでは，輸出入の取引回数の対数値が
示されており，取引相手国数と同様に月ごとの
変動は大きいものの，長期的にはほぼ横ばいで
推移している。これらの図は，季節性やコロナ
禍などの一時的な変動はあるものの，全体とし
て 2017 年以降の日本の貿易活動が安定的に推
移してきたことを示している。
　以下の図 9 は，企業単位でみた平均的な輸出

入活動の特徴とその推移を表しており，2017
年 1 月から 2022 年 12 月までの月次データを用
いている。各パネルは，輸出企業および輸入企
業 1 社当たりの平均的な取引回数・金額・企業
数・品目数・取引相手企業数・取引相手国数が
自然対数で表示されており，貿易の集約度や企
業行動の変化を把握する上で重要な示唆を与え
ている。
　左上・右上・中央左のパネルでは，輸出・輸

図８　日本全体での輸出入関連指標の時系列推移

（出所）　2017 年から 2022 年の輸出入申告データを用いて筆者作成
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入 1 企業当たりの取引相手国数，取引相手企業
数，HS4 桁レベルでの取扱品目数を示している。
これら三つのパネルから輸出企業は輸入企業に
比べて取引相手並びに取引品目に関して広範に
貿易活動を営んでいることが分かる。また，日
本全体の貿易バターンと同様に 2020 年の初め
にコロナ禍の影響からか大きな落ち込みが見ら
れるのに加えて 2017 年 1 月から 2022 年 12 月
までに全体として緩やかな減少傾向が見られる。

　中央右のパネルでは 1 企業当たりの輸出入貿
易額の推移を示しており，下段中央のパネルで
は，1 企業当たりの取引回数が示されている。
こちらに関しても 2020 年の初めにコロナ禍の
影響からか顕著な落ち込みが見られるものの，
その後回復傾向にあり，全体的に大きなトレン
ドは見られない。
　2017 年以降，日本の輸出入企業では 1 企業
当たりの輸出入貿易額・取引回数が大きなトレ

図９　日本における一企業あたりの輸出入関連指標の時系列推移

（出所）　2017 年から 2022 年の輸出入申告データを用いて筆者作成
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ンドを見せずに安定的に推移している一方で，
取引相手国数・取引先企業数・HS4 桁レベル
での取扱品目数の明確な減少を示している。こ
れは，企業が広範な製品群やパートナーとの取
引を維持するのではなく，より限られた取引相
手・取扱製品に貿易行動を集約化させ，選択と
集中を進めていることを示唆している。また，
こうした企業の貿易行動の傾向は，2017 年以
降から中長期的に観察されている。米中貿易戦
争を端緒とし，コロナ禍やウクライナ侵攻へと
続いている近年の経済的・政治的リスクが高ま
る世界情勢の変化の中で，輸送コスト・供給不
安の増大に対応して，集中化に拍車をかけた可
能性が高い。

Ⅴ−２．企業レベルでの貿易ネットワークの再
編成

　前述の説明から平均的に企業が広範な製品群
やパートナーとの取引を維持するのではなく，
より限られた取引相手・取扱製品に貿易行動の
集約化させていることが分かったが，こうした
平均的な貿易行動の変化は，貿易に参加してい
る輸出入企業の構成が変化したことによっても
たらされている外延上（extensive margin）の
変化か，同一企業内の輸出入行動の変化からも
たらされる内延上（intensive margin）の変化
のどちらがもたらしているかに関しては明らか
になってない。この点を明らかにするために，
2017 年から 2022 年まで継続して貿易に参加し
た輸出入企業の年次データに注目して，以下の
推定式に基づいて回帰分析を行った。

Yit＝a0�＋a2019 D2019＋a2020 D2020�

＋a2021 D2021＋a2022 D2022＋ηi＋εit�
（１）

　ここで Yit は企業ｉの t 時点における輸出入
行動を示す指標である。この推定式において，
日本全体での貿易パターンを分析する際に使用
した輸出入取引回数・貿易額・取引相手企業数・
取引相手国数，取引品目数に加えて，企業が既
存の取引企業を継続して貿易しているかどうか
を観測するために，Khanna et al. （2025）論文

を参考にして，企業が全体の取引相手の中で前
年度取引した企業の割合を示す取引企業取引継
続率に着目をした。なお，こちらの取引企業取
引継続を構築するために本回帰式では 2018 年
から 2022 年までの企業の貿易行動に注目して
いる。また，D2019，D2020，D2021，D2022 はそれぞ
れ時点 t が 2019，2020，2021，2022 年である
かどうかを示すダミー変数である。また，輸出
入企業の固定効果ηi を推定式に入れることで
企業ごとに異なる観察不能な特性をコントロー
ルしている。以上の推定式からダミー変数に関
する係数 a2019，a2020，a2021，a2022 はそれぞれ，
2018 年の時点と比較して同一輸出入企業がど
の程度貿易行動を変化させたのかを示す係数と
なっている。
　上記の推定式に基づく推定結果は，輸出行動
に関しては表 1，輸入行動に関しては表 2 にて
報告されており，輸出入企業は 2018 年と比較
して継続的に同一企業内において行動を変化さ
せていることが分かる。第一に，輸出入企業は
年を追って係数値が大きくなっており，この結
果は 2018 年比で継続率が年々上昇しているこ
とを示しており，輸出入企業は不確実性の高ま
る環境下で既存の貿易パートナーとの関係を重
視する行動傾向が強まったことが伺える。
　このように，取引企業との関係性を継続させ
る傾向を高める一方で，取引相手企業数・取引
相手国数・HS4 桁レベルでの取扱品目数にお
ける係数値は年を追って負の値が大きくなって
いる。この結果は，輸出入企業は 2018 年と比
較して，取引相手先・相手国並びに取扱品目を
絞っている傾向が分かり，前述の日本国全体で
見た平均的な貿易パターンの変化は内延上の変
化がもたらしていることを示唆している。
　既存の取引関係をより強固にし，取引相手企
業数・取引相手国数・HS4 桁レベルでの取扱
品目数を絞る傾向を強めた結果，輸出入企業は
貿易額，取引回数，1 取引当たりの貿易額を減
少させている。また，2020 年に貿易額を大き
く減少させているが，こちらはコロナ禍からの
影響によってもたらされているものであり，ま
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た 2022 年に貿易額の減少が縮小しているのと
同時に 1 取引当たりの貿易額が 2018 年と比較
して増加しているのは円安の影響であると考え
られる。
　輸出入企業の行動の変化を更に詳細に特定す
るために，表 1，2 の分析に利用した輸出入企
業の企業レベルだけではなくて企業・取引相手・
取引品目レベルでの年次データに着目して，以
下の推定式に基づいて回帰分析を行った。

Yijkt＝a0�＋a2019 D2019＋a2020 D2020�

＋a2021 D2021＋a2022 D2022＋ηi�

＋μd＋ξk＋εit�
（２）

　ここで Yijkt は企業ｉの t 時点における取引相
手 j に対する取引品目 k を扱う際の輸出入行動を
示す指標である。この推定式において，輸出入
取引回数並びに貿易額に加えて，企業が取引相
手に対してどのように変化させているかに関して
も分析するために，Cajal-Grossi et al. （2023）並
びに Heise et al. （2025）を参考にして，調達指数
を構築した。構築した調達指数は値が小さくなれ
ばなるほど少数の主要取引相手と長期的な関係
を築き，取引を安定的に継続する傾向を示す指
数となっている。また，こちらの推定式では輸出
入企業の固定効果ηi，取引相手国の固定効果μd，
取引品目の固定効果ξk を推定式に入れることで
企業，取引相手国，取引品目ごとに異なる観察不
能な特性をコントロールしている。
　上記の推定式に基づく推定結果は，輸出行動
に関しては表 3，輸入行動に関しては表 4 にて
報告されている。企業・取引相手・取引品目レ
ベルでのデータを細分化すると，企業レベルで
観察されたような貿易額や取引回数の中長期的
な減少は観察されなかった。むしろ，2021 年
以降に企業は企業・取引相手・取引品目レベル
では貿易額・取引回数・1 取引額の貿易額を増
加させており，この増加は調達指数の減少と同
時に発生している。この一連の結果は，近年の
経済的・政治的リスクが高まる世界情勢の変化
の中で，輸出入企業は，より限られた取引相手・
取扱製品に貿易行動を集約化させ，選択と集中

を進めているが，取引を継続する貿易相手に対
しては長期的な関係を築き，安定的な取引を目
指す調達行動を示し，貿易額並びに取引回数を
増加させようとする傾向があることを示唆して
いる。
　これまでの分析は，輸出入それぞれに関与す
る企業を対象として進めてきたが，現実には輸
出入の双方に関与している企業が多数を占めて
いる。そこで，議論の頑健性を検証するために，
輸出入の双方に関与している企業にサンプルを
限定して再分析を実施した。その結果，図
10，11 並びに表 5-8 が示すように，主要な結論
は従来の分析と整合的であり，同様の傾向が確
認されている。
　Khanna et al. （2025）論文をもとに考察する
と，既存のサプライヤーとの関係が途絶えた際
に，代替の供給先を見つけるのが困難であるこ
とから，日本の輸出入企業の限られた取引相手・
取扱製品に貿易行動を集約化させる行動は，貿
易ネットワークの断絶が生じた際に日本の経済
活動をより縮小させるリスクをはらんでいる。
一方で，調達戦略を変化させることで取引相手
と長期的な関係を築き，安定的な取引を目指す
行動をとっていることから，輸出入企業は選択
と集中から生じるリスクを軽減するように対策
を取っていることが伺える。
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図 10　日本全体での輸出入関連指標の時系列推移（輸出入両方を行う企業）

（出所）　2017 年から 2022 年の輸出入申告データを用いて筆者作成
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図 11　日本における一企業あたりの輸出入関連指標の時系列推移（輸出入両方を行う企業）

（出所）　2017 年から 2022 年の輸出入申告データを用いて筆者作成
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Ⅵ．まとめ

　本稿では，21 世紀以降に自由貿易が進展す
る中で発展したグローバル・バリュー・チェー
ンがもたらした国内経済に与える影響，並びに
巨大災害が貿易ネットワークに与える影響につ
いて論じると同時に，日本の輸出入申告データ
を用いることで貿易ネットワークの再編成を考
察した。
　分析の結果，企業 1 社当たりの貿易額や取引
回数は大きくは変化しない一方，取引相手国数・
取引先企業数・取扱品目数は着実に減少してお
り，企業が取引先と品目を絞り込む選択と集中
を進めていることが明らかになった。ここで観
察される変化は，新規参入・退出，輸出入の開
始・停止といった企業の入れ替わりによって生
じたものではなく，同じ企業が社内の調達・販
売ポートフォリオを見直し，取引先や品目を絞
る方向に舵を切ったことに起因する。実際に，
輸出入の双方に継続して関与する企業に限定し
た分析でも同様の傾向が確認された。ただし，
取引先の集中はショック時の代替調達を困難に
するリスクを伴うため，企業は長期取引の強化
などを通じて一定のリスク緩和を図っているこ

とも示唆される。あわせて，供給元の地理的集
中は外的ショックのリスク要因となるため，地
理的・構造的な分散や戦略的パートナーシップ
の強化が重要である。
　本稿では，COVID-19 パンデミックやロシア
によるウクライナ侵攻以前から GVC に再編圧
力が生じており，これらの巨大災害がその動き
を一段と強めた可能性を示唆している。他方，
本稿の分析は 2017～2022 年のデータに基づく
ため，観察された動きがショックに伴う一時的
な影響なのか，それ以前からのトレンドの深化
として長期的に続くのかは現時点では判別しか
ねる。より長期のデータが利用可能になり次第，
この点を検証することを今後の課題とする。
　本研究は，日本企業が直面した複合的ショッ
クに対し，取引先・品目の集中と長期取引の深
化という二面戦略で対応してきた実態を示し
た。今後は，国際貿易と国内取引の両面からそ
の実態を精緻に検証し，巨大リスクに対するレ
ジリエンスを高めながら経済厚生を維持するた
めに，日本およびアジアが取るべき具体的な施
策を特定することが課題である。
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